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会計年度任用職員制度の運用に係る事務処理マニュアル  

旧 

会 計 年 度 任 用 職 員 制 度 の 運 用 に 係 る 事 務 処 理 マ ニ ュ ア ル  

（ 令 和 ８ 年 ３ 月 ）  

新  

Ⅰ 総論 

（略） 

 

Ⅱ 各論 

（略） 

 

３ 会計年度任用職員制度の整備                  

（１）会計年度任用職員制度の運用に当たっての留意

事項 

以下、①任用等（募集・能力実証、任用）、②服務及

び懲戒、③勤務条件等、④人事評価、⑤再度の任用、⑥

職員団体、⑦人事行政の運営等の状況の公表について、

留意事項を示します。 

 

（略） 

③ 勤務条件等 

ア 給付 

（ア）（略） 

（イ）フルタイムの会計年度任用職員 

ⅰ）（略） 

ⅱ）一定の手当の支給 

手当については、地方公務員法第２４条に規定する

職務給の原則、均衡の原則等に基づき、以下のとおり取

り扱うべきものです。 

（略） 

○ 期末手当・勤勉手当 

（略） 

 

【新設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 退職手当 

（略） 

Ⅰ 総論 

（略） 

 

Ⅱ 各論 

（略） 

 

３ 会計年度任用職員制度の整備                  

（１）会計年度任用職員制度の運用に当たっての留意

事項 

以下、①任用等（募集・能力実証、任用）、②服務及

び懲戒、③勤務条件等、④人事評価、⑤再度の任用、⑥

職員団体、⑦人事行政の運営等の状況の公表について、

留意事項を示します。 

 

（略） 

③ 勤務条件等 

ア 給付 

（ア）（略） 

（イ）フルタイムの会計年度任用職員 

ⅰ）（略） 

ⅱ）一定の手当の支給 

手当については、地方公務員法第２４条に規定する

職務給の原則、均衡の原則等に基づき、以下のとおり取

り扱うべきものです。 

（略） 

○ 期末手当・勤勉手当 

（略） 

 

○ 扶養手当・住居手当 

扶養手当・住居手当については、任期が相当長期に

わたる者に対して支給する必要があります。この場

合において、「相当長期」とは会計年度任用職員の任

期が最長でも１年であることを踏まえ、６カ月以上

を基本とします。 

また、扶養手当の扶養親族の範囲及び支給額、住居

手当の支給範囲及び支給額等、具体的な支給方法に

ついては、常勤職員の取扱いとの権衡等を踏まえて

定める必要があります。 

 

○ 退職手当 

（略） 
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（ウ） パートタイムの会計年度任用職員 

ⅰ）報酬水準の考え方 

 報酬水準については、パートタイムの会計年度任用

職員と同種の職務に従事するフルタイムの会計年度任

用職員に係る給与決定の考え方との権衡等に留意の

上、職務の内容や責任、在勤する地域、職務遂行上必要

となる知識、技術及び職務経験等の要素を考慮しつつ、

職務に対する反対給付という報酬の性格を踏まえて定

めるべきものです。そして、勤務の量に応じて支給する

ことが適当と考えられます。 

また、正規の勤務時間を超えての勤務（週休日を含

む。）や、休日等の勤務を命じた場合には、労働基準法

の規定を踏まえ、時間外勤務手当等に相当する報酬を

支給するなど、労働基準法の規定に沿って適切に対応

すべきです。 

 

（略） 

 

Ⅲ  Ｑ＆Ａ   

（略）   

【休暇・勤務時間】   

（略）  

問１０－３  会計年度任用職員として任用する

場合に、その勤務条件について、以下のような

定め方をしてもよいか。  

①「勤務１回につき、○円」  

②「週に○時間勤務」  

③「必要に応じて勤務」  

○  会計年度任用職員については、労働基準法第１

５条の規定にしたがい、その任用に際しては勤務

日、勤務時間や勤務地等の勤務条件を明示する必

要がある。  

 

○  また、地方公務員法第２４条の規定により、一

般職の常勤職員と同様、会計年度任用職員の給与

については、職務給の原則、均衡の原則等の考え

方に留意しつつ、従事する職務の内容や責任、在

勤する地域を踏まえ、職務の量及び勤務時間に応

じて設定する必要がある。  

 

○  上記を踏まえて、  

 ①  勤務１回につき支給額を設定するのではな

く、勤務時間に応じた額を設定するのが適切であ

る。  

 

（ウ） パートタイムの会計年度任用職員 

ⅰ）報酬水準の考え方 

 報酬水準については、パートタイムの会計年度任用

職員と同種の職務に従事するフルタイムの会計年度任

用職員に係る給与決定の考え方との権衡等に留意の

上、職務の内容や責任、在勤する地域、職務遂行上必要

となる知識、技術及び職務経験等の要素を考慮しつつ、

職務に対する反対給付という報酬の性格を踏まえて定

めるべきものです。                 

              

また、正規の勤務時間を超えての勤務（週休日を含

む。）や、休日等の勤務を命じた場合には、労働基準法

の規定を踏まえ、時間外勤務手当等に相当する報酬を

支給するなど、労働基準法の規定に沿って適切に対応

すべきです。 

 

（略） 

 

Ⅲ  Ｑ＆Ａ   

（略）   

【休暇・勤務時間】   

（略）  

問１０－３  会計年度任用職員として任用する

場合に、その勤務条件について、以下のような

定め方をしてもよいか。  

①「勤務１回につき、○円」  

②「週に○時間勤務」  

③「必要に応じて勤務」  

○  会計年度任用職員については、労働基準法第１

５条の規定にしたがい、その任用に際しては勤務

日、勤務時間や勤務地等の勤務条件を明示する必

要がある。  

 

○  また、地方公務員法第２４条の規定により、一

般職の常勤職員と同様、会計年度任用職員の給与

については、職務給の原則、均衡の原則等の考え

方に留意しつつ、従事する職務の内容や責任、在

勤する地域を踏まえて設定する必要がある。      

                                            

 

○  上記を踏まえて、  

 ①  勤務１回につき支給額を設定するのではな

く、勤務時間に応じた額を設定するのが適切であ

る。  
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 ②  実際に働く際は、「週に○時間」という定め

方ではなく具体的な勤務日、１日の勤務時間を明

確にする必要がある。  

 ③  「必要に応じて勤務」という条件は勤務条件

が明確ではないため、不適切であり、具体的な勤

務日、勤務時間を定める必要がある。  

 

○  ただし、雨が降った際に業務を行うことを要す

る雨量観測員等を任用する場合など、事前に具体

的な勤務日、勤務時間を明示することが難しい場

合は、労働基準法に定める労働時間や休日等の規

定を踏まえた上で、「管理監督者が別途指示する

日の中において、１日につき○時間」といった定

め方は可能と考えられる。  

 

（略） 

 

【報酬】   

【新設】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②  実際に働く際は、「週に○時間」という定め

方ではなく具体的な勤務日、１日の勤務時間を明

確にする必要がある。  

 ③  「必要に応じて勤務」という条件は勤務条件

が明確ではないため、不適切であり、具体的な勤

務日、勤務時間を定める必要がある。  

 

○  ただし、雨が降った際に業務を行うことを要す

る雨量観測員等を任用する場合など、事前に具体

的な勤務日、勤務時間を明示することが難しい場

合は、労働基準法に定める労働時間や休日等の規

定を踏まえた上で、「管理監督者が別途指示する

日の中において、１日につき○時間」といった定

め方は可能と考えられる。  

 

（略） 

 

【報酬】   

問１７－１  パートタイム会計年度任用職員に

対して、扶養手当及び住居手当に相当する報酬

を支給することは可能か。  

○  報酬は、職務に対する反対給付であるが、一般

職の地方公務員たるパートタイム会計年度任用

職員の報酬は、地方公務員法に定める情勢適応の

原則や均衡の原則などの給与に関する諸原則に

基づいて水準を決定すべきものである。  

○  今般、扶養手当及び住居手当については、  

・ 最高裁判所の判例を踏まえて、令和８年１０    

 月１日から、一定の要件を満たす短時間・有期

雇用労働者に家族手当及び住宅手当を支給す

るよう、同一労働同一賃金ガイドラインが改正

されるという社会情勢の変化があったこと  

・ 任期が相当長期にわたる非常勤の国家公務員

に対しても、令和８年１０月１日から扶養手当

及び住居手当に相当する給与が支給されるた

め、これと均衡を図る必要があること  

を踏まえ、扶養手当及び住居手当に相当する報酬

を、任期が相当長期にわたるパートタイム会計年

度任用職員に対して支給すべきものである。  

この場合において、「相当長期」とは会計年度

任用職員の任期が最長でも１年であること等を

踏まえ、６カ月以上、週当たり１５時間３０分以

上（※）の勤務時間を基本とする。また、扶養手

当の扶養親族の範囲及び支給額、住居手当の支給

範囲及び支給額等、具体的な支給方法について
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問１７－１  パートタイムの会計年度任用職員

の報酬水準の決定について、「職務に対する反

対給付という報酬の性格を踏まえて定めるべ

き」とは具体的にどのような趣旨か。  

○  「職務に対する反対給付という報酬の性格を踏

まえて定めるべき」とは、「報酬」が、職務の反

対給付と一般的に解されているものであること

に鑑み、報酬水準の決定に当たり、例えば、扶養

手当、住居手当などに相当するようなものを考慮

するといったことは適当ではないことを示すも

のである。  

  なお、医師・歯科医師については、その需給関

係を反映して民間における給与が相対的に高い

ほか、その職務が高度の専門職であり、人材確保

の困難度が極めて高いことなどを考慮し、フルタ

イムの会計年度任用職員に支給される第一種初

任給調整手当や、地域手当のいわゆる「医師特例」

について、報酬水準の決定に当たって考慮するこ

ととして差し支えない。  

  また、医師・歯科医師以外の職種についても、

同様の事情がある場合に限り、団体の判断によ

り、報酬水準の決定に当たって第一種初任給調整

手当を考慮することも考えられるところである。 

 

問１７－２  パートタイム会計年度任用職員の

報酬水準決定にあたり、「在勤する地域」を考

慮することとされているが、具体的にはどのよ

うに取り扱えばよいか。  

は、常勤職員やフルタイムの会計年度任用職員の

取扱いとの権衡等を踏まえて定める必要がある。 

 

※ 参考 

週当たり１５時間３０分以上と示した理由としては、一般

に、週２日に見合う勤務時間未満では、本格的に職務に従事す

るとは言い難いものと考えられていることを踏まえたもの。 

また、各府省等の申合せ（国家公務員の非常勤職員の給与

に係る当面の取扱いについて（平成２９年５月２４日（令和

８年７月２２日最終改正）人事管理運営協議会幹事会申合

せ））においては、「非常勤職員に対し、その任期、勤務実

態（中略）等を適切に考慮の上、扶養手当及び住居手当に相

当する給与を支給するものとする」とされているが、「勤務

日数が少ない（出勤すべき日が平均週２日未満相当）非常勤

職員（例：健康管理医、客員教授等）」についてはその「対

象から除く」とされている。 

   

問１７－２  パートタイムの会計年度任用職員

に対して、人材確保のための手当に相当する報

酬を支給することは可能か。           

                 

○                        

                           

                        

                        

                          

                        

       

  なお、医師・歯科医師については、その需給関   

 係を反映して民間における給与が相対的に高い

ほか、その職務が高度の専門職であり、人材確保

の困難度が極めて高いことなどを考慮し、フルタ

イムの会計年度任用職員に支給される第一種初

任給調整手当や、地域手当のいわゆる「医師特例」

について、報酬水準の決定に当たって考慮するこ

ととして差し支えない。  

  また、医師・歯科医師以外の職種についても、

同様の事情がある場合に限り、団体の判断によ

り、報酬水準の決定に当たって第一種初任給調整

手当を考慮することも考えられるところである。 

 

問１７－３  パートタイム会計年度任用職員の

報酬水準決定にあたり、「在勤する地域」を考

慮することとされているが、具体的にはどのよ

うに取り扱えばよいか。  
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（略）  

 

問１７－３  パートタイムの報酬について、月額

制又は日額制のいずれの方法によるべきか。  

（略） 

 

問１７－４  会計年度任用職員を時給で任用す

る場合の時給の算出方法についての考え方は、

給料表に定める額を１５５（＝７時間４５分×

５日×４週）で除するということで良いか。  

（略）  

 

問１７－５  パートタイムの会計年度任用職員

が兼業する場合の勤務時間や時間外勤務手当

についての考え方如何。  

（略）  

 

問１７－６  ＪＥＴプログラム参加者の勤務条

件等については、どのように取り扱うべきか。 

（略）  

 

（略）  

 

問１７－４  パートタイムの報酬について、月額

制又は日額制のいずれの方法によるべきか。  

（略） 

 

問１７－５  会計年度任用職員を時給で任用す

る場合の時給の算出方法についての考え方は、

給料表に定める額を１５５（＝７時間４５分×

５日×４週）で除するということで良いか。  

（略）  

 

問１７－６  パートタイムの会計年度任用職員

が兼業する場合の勤務時間や時間外勤務手当

についての考え方如何。  

（略）  

 

問１７－７  ＪＥＴプログラム参加者の勤務条

件等については、どのように取り扱うべきか。 

（略）  

 

 


